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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

   ３．第70期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

   ４．第70期潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び第71期第１四半期連結累計期間潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失金額であるため記

載しておりません。  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第70期 

第１四半期連結 
累計期間 

第71期 
第１四半期連結 
累計期間 

第70期 

会計期間 自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  54,948  47,035  210,401

経常利益又は経常損失（△） 
（百万円） 

 3,467  △1,295  6,740

四半期純利益又は四半期（当期）
純損失（△）（百万円） 

 3,575  △1,707  △5,506

四半期包括利益又は包括利益 
（百万円） 

 △2,035  △2,899  △10,472

純資産額（百万円）  136,632  124,142  127,626

総資産額（百万円）  236,603  225,002  221,272

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期（当期）純損失
金額（△）（円） 

 30.40  △14.53  △46.82

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額（円） 

 29.05  －  －

自己資本比率（％）  57.5  54.9  57.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 8,035  1,531  25,219

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △3,046  △7,292  △16,594

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △1,565  1,712  △8,948

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

 42,498  34,424  38,811
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 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

２【事業の内容】 
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  
  

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 
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 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

(1）業績の状況 
当第１四半期連結累計期間における日本経済は、東日本大震災によるサプライチェーンの混乱や原子力発電所

事故による電力供給問題によって生産活動が抑制されましたが、徐々に回復の動きが見られるようになりました。
世界経済は緩やかな回復基調が続いているものの、米国における失業率の高止まりや欧州の一部における財政危機
の深刻化、中国をはじめとする新興国における金融引締策などにより、今後の景気動向には不透明感が広がってい
ます。エレクトロニクス業界においては、スマートフォン市場は堅調に拡大しましたが、パソコンや液晶パネルの
在庫調整が続き、電子部品の需要は低調に推移しました。 
このような状況下、当社グループは、以下のような取り組みを行いました。 
コンデンサは、主力の積層商品群において生産性改善を主体とした原価低減の推進と、売上の拡大を目指した

市場開拓強化などの体質強化に取り組んできました。フェライト及び応用製品は、デジタル機器の電源回路向けに
巻線インダクタの販売拡大と安定供給に努めてきました。モジュールは、BluetoothRと無線ＬＡＮのコンビネーシ
ョンモジュールの商品力強化と積極的なプロモーションを推進してきました。その他電子部品は、スマートフォン
をはじめとする携帯電話市場に向けたＳＡＷ／ＦＢＡＲデバイスの生産能力増強を行い、販売拡大と安定供給のた
めの体制作りに努めてきました。記録製品は、前連結会計年度に構造改革を行い、黒字化に向けた取り組みを強化
してきました。 
当第１四半期連結累計期間の連結売上高は470億35百万円（前年同期比14.4％減）、営業損失は６億58百万円

（前年同期は営業利益37億60百万円）、経常損失は12億95百万円（前年同期は経常利益34億67百万円）、四半期純
損失は17億７百万円（前年同期は四半期純利益35億75百万円）となりました。 
当第１四半期連結累計期間における期中平均の為替レートは１米ドル82.17円と前年同期の平均為替レートであ

る１米ドル91.89円と比べ9.72円の円高となりました。 
  
製品別の売上高は次のとおりであります。 
  
＜電子部品＞  
  
[コンデンサ] 
積層セラミックコンデンサをはじめ、各種コンデンサが含まれます。 
当第１四半期連結累計期間は、スマートフォンをはじめとする通信機器向けの売上が前年同期比で増加したも

のの、テレビなどの民生機器向け、パソコンなどの情報機器向け、液晶パネルなどの部品向けが減少したことによ
り、売上高は230億57百万円（前年同期比13.6％減）となりました。 
  
[フェライト及び応用製品] 
フェライトコア、その応用製品である各種インダクタが含まれます。 
当第１四半期連結累計期間は、全ての機器向けの売上が前年同期を下回り、売上高は73億51百万円（前年同期

比10.2％減）となりました。 
  
[モジュール] 
各種電源モジュール、高周波モジュールが含まれます。 
当第１四半期連結累計期間は、電源モジュール、高周波モジュールとも売上が前年同期比で減少し、売上高は

74億28百万円（前年同期比16.0％減）となりました。 
  
[その他電子部品] 
上記区分に属さない電子部品が含まれます。 
主な製品はＳＡＷフィルタなどのＳＡＷ／ＦＢＡＲデバイスで、当第１四半期連結累計期間の売上高は36億27

百万円（前年同期比8.4％減）となりました。 
  
＜記録製品その他＞  
  
[記録製品] 
ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ／ＤＶＤ＋Ｒ、ＢＤ－Ｒが含まれます。 
いずれも売上が前年同期を下回り、当第１四半期連結累計期間の売上高は37億62百万円（前年同期比32.2％

減）となりました。 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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[その他] 
主なものは関係会社における実装事業で、当第１四半期連結累計期間の売上高は18億８百万円（前年同期比

5.8％増）となりました。 
  

(2）財政状態の変動状況 
 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対して37億29百万円増加しました。そのう
ち流動資産は７億19百万円減少しており、主な要因は、商品及び製品の増加13億55百万円、仕掛品の増加14億20百
万円、現金及び預金の減少43億76百万円であります。また固定資産は44億49百万円増加しており、主な要因は、有
形固定資産の増加48億56百万円であります。  
 負債は、72億13百万円増加しました。主な要因は、支払手形及び買掛金の増加36億３百万円、短期借入金の増加
30億69百万円、1年内返済予定の長期借入金の減少42億87百万円、長期借入金の増加37億15百万円であります。 
 純資産は、34億83百万円減少しました。 
  
(3）キャッシュ・フローの状況 
 当第１四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、15億31百万円の収入(前年同期比
80.9％減)となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純損失13億47百万円、減価償却費42億95百万円、売上
債権の増加額６億17百万円、たな卸資産の増加額39億82百万円、仕入債務の増加額42億25百万円であります。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは72億92百万円の支出(前年同期比139.4％増)となりました。主な要因は、
固定資産の取得による支出73億15百万円であります。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは17億12百万円の収入(前年同期は15億65百万円の支出)となりました。主な
要因は、短期借入金の純増加31億12百万円、配当金の支払額５億88百万円であります。 
 以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して43億87百
万円減少し、344億24百万円となりました。 
  
(4）研究開発活動 
 当第１四半期連結累計期間の当社グループにおける研究開発費は19億94百万円であります。 
 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に以下の変更がありました。 
  
＜記録製品その他事業＞ 
記録部品 
・記録メディア 
記録型ブルーレイディスクＢＤ－Ｒ ＬＴＨ（６倍速）の量産化を完了し、出荷を開始いたしました。 
今後は、長期保存（アーカイブ）用途光ディスクの市場要求が高まってきていることを踏まえて、 
ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ、ＢＤ－Ｒの各フォーマットで高品位商品の開発を進めてまいります。 
なお、それ以外の製品区分における研究開発活動の状況に関しては重要な変更はありません。  
  

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．提出日現在の発行数には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権及び新株予約権
付社債の行使により発行された株式数は、含まれておりません。  

    ２．平成23年５月25日開催の取締役会における決議に基づき、平成23年８月１日付にて単元株式数を1,000株か
ら100株に変更しております。 

  

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権及び新株予約権付社債はありません。 
   

該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  300,000,000

計  300,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  120,481,395  120,481,395
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は
100株であり
ます。 

計  120,481,395  120,481,395 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年
４月１日 

～ 
平成23年
６月30日 

 －  120,481,395  －  23,557  －  41,450

（６）【大株主の状況】 
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記
載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま
す。 
①【発行済株式】 

  （注） １．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式450株が含まれております。 
２．平成23年５月25日開催の取締役会における決議に基づき、平成23年８月１日付にて単元株式数を1,000
株から100株に変更しております。 

  
②【自己株式等】 

  
  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。  
   

（７）【議決権の状況】 

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式 

 2,894,000

－ 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 116,646,000
 116,646 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 941,395
－ 

１単元（1,000株） 
未満の株式 

発行済株式総数  120,481,395 － － 

総株主の議決権 －  116,646 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

太陽誘電株式会社 
東京都台東区上野
６丁目16番20号 

 2,894,000  －  2,894,000  2.40

計 －  2,894,000  －  2,894,000  2.40

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま
す。  

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から
平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半
期連結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
  

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 39,957 35,581 
受取手形及び売掛金 41,190 41,134 
商品及び製品 13,275 14,630 
仕掛品 9,318 10,739 
原材料及び貯蔵品 9,893 10,766 
その他 6,156 6,227 
貸倒引当金 △216 △223 

流動資産合計 119,575 118,855 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 62,069 62,096 
機械装置及び運搬具 179,944 184,505 
工具、器具及び備品 17,648 17,776 
土地 7,715 7,715 
建設仮勘定 10,742 12,066 
減価償却累計額 △190,517 △191,700 

有形固定資産合計 87,602 92,458 
無形固定資産   
のれん 2,646 2,435 
その他 784 759 
無形固定資産合計 3,430 3,194 

投資その他の資産   
投資有価証券 4,677 4,533 
その他 6,237 6,200 
貸倒引当金 △250 △242 

投資その他の資産合計 10,664 10,492 

固定資産合計 101,696 106,146 

資産合計 221,272 225,002 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 17,047 20,651 
短期借入金 2,996 6,065 
1年内返済予定の長期借入金 12,539 8,252 
未払法人税等 1,120 733 
賞与引当金 2,951 1,518 
役員賞与引当金 46 13 
その他 18,699 21,887 
流動負債合計 55,402 59,121 

固定負債   
転換社債型新株予約権付社債 20,000 20,000 
長期借入金 9,469 13,184 
退職給付引当金 3,400 3,521 
役員退職慰労引当金 136 137 
負ののれん 51 46 
その他 5,185 4,847 
固定負債合計 38,244 41,737 

負債合計 93,646 100,859 
純資産の部   
株主資本   
資本金 23,557 23,557 
資本剰余金 41,471 41,471 
利益剰余金 89,301 87,005 
自己株式 △3,620 △3,622 

株主資本合計 150,709 148,411 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 381 267 
繰延ヘッジ損益 △49 △8 
為替換算調整勘定 △23,975 △25,099 

その他の包括利益累計額合計 △23,643 △24,841 

新株予約権 287 287 
少数株主持分 272 284 
純資産合計 127,626 124,142 

負債純資産合計 221,272 225,002 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 54,948 47,035 
売上原価 41,697 38,659 
売上総利益 13,251 8,376 
販売費及び一般管理費 9,491 9,034 

営業利益又は営業損失（△） 3,760 △658 

営業外収益   
受取利息 45 42 
受取配当金 27 34 
持分法による投資利益 9 12 
その他 64 54 
営業外収益合計 146 143 

営業外費用   
支払利息 123 98 
為替差損 64 484 
休止固定資産減価償却費 233 45 
その他 16 151 
営業外費用合計 438 780 

経常利益又は経常損失（△） 3,467 △1,295 

特別利益   
固定資産売却益 926 6 
その他 96 0 
特別利益合計 1,023 7 

特別損失   
固定資産除売却損 71 58 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27 － 
その他 17 1 
特別損失合計 116 59 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 4,374 △1,347 

法人税、住民税及び事業税 973 119 
法人税等調整額 △185 233 
法人税等合計 788 353 
少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 3,586 △1,701 

少数株主利益 11 6 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,575 △1,707 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 3,586 △1,701 

その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △325 △114 
繰延ヘッジ損益 178 41 
為替換算調整勘定 △5,475 △1,125 

その他の包括利益合計 △5,622 △1,198 

四半期包括利益 △2,035 △2,899 

（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 △2,045 △2,906 
少数株主に係る四半期包括利益 10 6 

6976/2012年-13-



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△） 4,374 △1,347 

減価償却費 4,838 4,295 
のれん償却額 211 211 
負ののれん償却額 △5 △5 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △53 2 
賞与引当金の増減額（△は減少） △1,273 △1,428 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △32 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 1 
受取利息及び受取配当金 △72 △77 
支払利息 123 98 
持分法による投資損益（△は益） △9 △12 
固定資産除売却損益（△は益） △855 51 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27 － 
売上債権の増減額（△は増加） △2,253 △617 
たな卸資産の増減額（△は増加） △2,114 △3,982 
仕入債務の増減額（△は減少） 5,150 4,225 
その他 903 725 
小計 8,984 2,107 
利息及び配当金の受取額 66 76 
利息の支払額 △90 △76 
法人税等の支払額 △925 △576 

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,035 1,531 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の増減額（△は増加） △310 △22 
固定資産の取得による支出 △3,803 △7,315 
固定資産の売却による収入 1,085 44 
投資有価証券の取得による支出 △37 － 
その他 19 1 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,046 △7,292 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △164 3,112 
長期借入れによる収入 － 4,000 
長期借入金の返済による支出 △572 △4,572 
自己株式の取得による支出 △7 △1 
配当金の支払額 △589 △588 
リース債務の返済による支出 △231 △242 
少数株主からの払込みによる収入 － 5 
その他 △0 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,565 1,712 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,377 △338 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,046 △4,387 

現金及び現金同等物の期首残高 40,451 38,811 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  42,498 ※1  34,424 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 
  
 配当金支払額 

  
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
  
 配当金支払額 

  

【追加情報】 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

 １ 保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に
ついて保証を行っております。 

 １ 保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に
ついて保証を行っております。 

高崎市倉賀野団地鍍金協同組合 百万円5 高崎市倉賀野団地鍍金協同組合 百万円5

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定   百万円43,960

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

 △1,461

現金及び現金同等物  42,498

現金及び預金勘定   百万円35,581

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

 △1,157

現金及び現金同等物  34,424

（株主資本等関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式  588 ５  平成22年３月31日  平成22年６月30日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式  587 ５  平成23年３月31日  平成23年６月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間 (自平成22年４月１日 至平成22年６月30日)  
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主
な内容（差異調整に関する事項）  
 該当事項はありません。  
  
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
 該当事項はありません。 
  
４. セグメント利益又は損失の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
  
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間 (自平成23年４月１日 至平成23年６月30日)  
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主
な内容（差異調整に関する事項）  
 報告セグメントの損失の合計額と四半期連結損益計算書の営業損失は一致しております。 
  
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
 （固定資産に係る重要な減損損失） 
 該当事項はありません。 
  
 （のれんの金額の重要な変動） 
 該当事項はありません。 
  
 （重要な負ののれんの発生益） 
 該当事項はありません。 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

（単位：百万円）

  電子部品 記録製品 
その他 合計 

売上高       

外部顧客への売上高  47,688    7,260    54,948

セグメント間の内部売上高又は
振替高  －    －    －

計  47,688  7,260  54,948

セグメント利益又は損失(△)  4,439  △679  3,760

（単位：百万円）

  電子部品 記録製品 
その他 合計 

売上高       

外部顧客への売上高  41,464    5,571    47,035

セグメント間の内部売上高又は
振替高  －    －    －

計  41,464  5,571  47,035

セグメント損失(△)  △435  △222  △658
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、並びに潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの
１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。   

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 
  又は１株当たり四半期純損失金額（△） 

円 銭 30 40 円 銭 △14 53

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△） 百万円 3,575 百万円 △1,707

普通株主に帰属しない金額  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△） 

百万円 3,575 百万円 △1,707

普通株式の期中平均株式数  千株 117,607  千株 117,586

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円05銭 29  －

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額  －  －

普通株式増加数  千株 5,488  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要 

－  －  

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月10日

太陽誘電株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 山本  守  印 

  指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 北川 健二  印 

  指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 栗原 幸夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太陽誘電株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  
  
監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太陽誘電株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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